
満洲事変期における
中ソ不可侵条約の提起と挫折
｢満洲国の承認｣ をめぐる確執

松 本 和 久

は じ め に

満洲事変の発生とそれに伴う ｢満洲国｣ の成立は東アジアにおけ

る国際関係に大きな影響を与えた｡ それは中ソ関係とても例外では

なく, 1929年以来国交を断絶していた両国の関係は, ウィーンで顔

恵慶・軍縮会議代表とリトヴィノフ (������������) 外務人民委
員の交渉により1932年12月, 復活が宣言された｡ 中国にとってこの

国交回復の原動力となったのが, 日本の脅威に対してソ連と共同で

対処しようという ｢聯ソ制日｣ 論である｡ これは具体的には, ソ連

との同盟関係を意味する中ソ不可侵条約の締結という形での実現が

期待され, 翌1933年の年明けから交渉が開始されたことを指す｡ と

ころが, この条約交渉は1933年の11月に中国側から停止が通告され

たのである｡ 本稿では, 高い期待を持って始まった条約交渉が行き

詰った理由を検討する｡

1930年代初めのソ連外交については, 満洲事変に衝撃を受けたソ

連が紛争を回避するために, 日本に対して不可侵条約の締結を提議

した, また中東鉄道の売却に応じた等, 譲歩する態度を見せたこと

が多くの先行研究によって知られている(１)｡ 毛里和子はソ連政府

が周辺諸国との ｢安全保障体制｣ の形成を行う一方, コミンテルン

は社会主義ソ連の擁護を第一義的任務とし, 満洲での反日統一戦線

への指導を行った点に注目している(２)｡

本稿で扱う中ソ不可侵条約交渉中断の原因として, 平井友義は日

本の反応を懸念した国民政府が対ソ接近の深まりを恐れ, ソ連側の

提議に熱意を示さなかったことを挙げている(３)｡ また, 王真はこ
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の問題に関し, 中国外交の対日妥協的態度と親英米的な方針, そし

てソ連の中国共産党への支援が, 中ソ関係の悪化につながったとし

ている(４)｡

近年国民政府の外交史について精力的に論考を発表しているのが,

鹿錫俊である(５)｡ 鹿は国民党内部の文献を豊富に用いながら, ソ

連の対中態度の変化 (中東鉄道の売却, 新疆省との秘密協定, 中国共産

党への支援等) が, 中国の ｢聯ソ制日｣ への期待を裏切ったことを,

国民党の対ソ論調の変化から詳述している(６)｡ しかし, 鹿の研究

ではロシア語史料の利用が少ないために中国側からの一方的な視点

に立っており, ソ連側の意思決定までは論じられていない｡ また,

麻田雅文は中東鉄道の経営史研究の面からこの問題に言及し, ｢満

洲国｣ が計画していた新路線が中東鉄道の経営を悪化させる可能性

があったために, ソ連が同鉄道の売却を決定したという経済的側面

を提示しているが, 中東鉄道の売却が不可侵条約交渉の停止につな

がったという見方は崩していない(７)｡

国際機関の ｢満洲国｣ への対応を検討したものとして, ジョナサ

ン・ハスラムの研究が挙げられる｡ ハスラムはソ連の融和的な政策

に加えて, ソ連の国際連盟への対応を指摘している｡ 1933年２月24

日, 国際連盟は日本への非難を決議し, ｢法的｣ にも ｢事実上｣ で

も ｢満洲国｣ の不承認を各国に求めることになった｡ ドラモンド

(�����������������) 事務総長はこのことをソ連にも要請したが,
リトヴィノフは中立の維持という理由からこれを拒否した(８)｡ ハ

スラムはそれ以上この交渉に言及していないが, ｢法的｣, ｢事実上｣

という術語には注意を要する｡ なぜなら, これは国際法における国

家承認の方式を示す用語であり, 採用する方式により ｢満洲国｣ へ

の態度が反映されるためである｡ ソ連は ｢満洲国｣ 非承認に対して

留保する, 言い換えれば何れかの形で承認する可能性を残そうとし

ていたとも考えられよう｡

さらに国際法の側面から ｢満洲国｣ 承認の問題を検討したのは,

一又正雄である｡ 一又はソ連と ｢満洲国｣ との交渉を分析し, ソ連

が ｢満洲国｣ 領事を受け入れた1932年９月を以て ｢事実上の承認｣

満
洲
事
変
期
に
お
け
る
中
ソ
不
可
侵
条
約
の
提
起
と
挫
折

松
本

第
九
十
七
巻

二
二
七

028



を与えた時期と考え, この決定の背後には外交上の必要からその事

実を明確にせず, 情勢の変化を待つという意図があったと指摘して

いる(９)｡

このように先行研究を整理すれば, 論点は対日関係におけるソ連

の劣勢, 国民政府の対日妥協策, ソ連の対満政策に集約できるだろ

う｡ これらの論点を踏まえて筆者が追究するのは以下の二点である｡

第一に, ソ連の ｢満洲国｣ 承認に関する研究は一又により戦時中発

表されたものが挙げられる程度であり, 資料的制約からその経緯は

明らかにされていない｡ 本稿では, 戦後公刊された外交文書及び新

聞等の史料から可能な限り, その経緯を詳述する｡ 第二に, 中ソ間

の条約交渉の研究に不可欠であった草案も近年ロシア及び台湾双方

で情報公開が進展したことにより, その分析が可能になった｡ この

草案を比較検討することにより, 交渉中断の原因となった両国の外

交目標の差異を明らかにする｡

１. ソ連による ｢満洲国｣ の ｢事実上の承認｣

1907年の第一次日露協商で日露が中国東北地区の南北を境として

勢力分割に合意していたことに見られるように, 満洲事変発生直前

まで, 同地区は日ソの境界線としての性格を有していた｡ 満洲事変

が経済的, 領土的な野心に加えて, ソ連に対して先手を打つために

起こされたことは, 石原莞爾や板垣征四郎の手記からも読み取れる｡

ソ連は第一次五ヵ年計画によりシベリアへ重点的に投資を行ってい

たが, 極東における戦備は決して盤石といえるものではなく, 満洲

事変勃発後, ソ連は日本を極度に警戒する態度をとった｡ 1931年９

月26日付の 『イズヴェスチヤ』 で, ソ連政府は日中両国に事変の原

因があるとして, ｢一切の軍事的干渉及び戦争の危険に反対｣ を表

明し(10), スターリン (����������) は事変に対して ｢厳正中立｣

を徹底させ, ｢対日挑発｣ を厳禁する政策をとった(11)｡ 関東軍との

衝突を避けるため, 11月11日, 共産党政治局のスターリン書記長,

モロトフ (�����������) 人民委員会議議長は中東鉄道幹部に対し
て ｢中東鉄道守備隊を付属地における作戦行動に利用させない｣,
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｢中東鉄道を日中の部隊輸送に使用させない｣ よう指示を出してい

る(12)｡

このころ日本外務省と陸軍は, ソ連は表立って行動しない代わり

に, 中国の現地軍を支援しているのではないかと疑っていた｡ 例え

ば, ハルピンの日本軍当局は11月12日, 赤色パルチザンがアムール

地方から進入していると発表した(13)｡ また, 日本の新聞では ｢中

国人, 朝鮮人から成る国際共産軍が満洲に入っている｣ という未確

認情報が報道された(14)｡ こうした報道に対してリトヴィノフは11

月14日, 広田大使に声明書を手交し, ｢『支那人及朝鮮人共産軍』 が

ブラゴヴェシチェンスクから出動したという情報に対して, ソビエ

ト政府は中国との国際条約及び, 他国の主権・独立を尊重する平和

政策より生じる厳正不干渉政策をとる｣ と声明した(15)｡ ソ連によ

る中国支援の否定や兵員輸送拒否等の事実は, ソ連が如何に日本と

の衝突回避に腐心していたかを示すものである｡

侵略を受けた中国政府は周囲の列強に対して, 抵抗への協力, そ

して ｢満洲国｣ の不承認を要求した｡ アメリカは1932年１月に,

｢日本による侵略の結果を認めない｣ とする, ｢スティムソン・ドク

トリン｣ を発表したものの, 日本に対する外交上の圧力を加えるこ

とには消極的であった｡ 他のヨーロッパ諸国では, イギリスは日本

を消極的に支持, フランスもアメリカへの同意を示すのみで具体的

な行動をとることはなかった(16)｡

では, ソ連は満洲事変をどのように見ていたのだろうか｡ これを

示すのが事変に対するソ連の見解をまとめた 『満洲占領と帝国主義

者の戦争』 (1932年) という論文集である｡ この中で, 初期の中国共

産党を指導した人物として知られるヴォイチンスキー (���������������) は ｢満洲の奪取と帝国主義の政策｣ と題し, 次のように述

べている｡ ｢満洲事変の背後には, アメリカ, ドイツ, イギリス,

日本等諸国の緊張した関係がある｡ ……満洲事変は帝国主義の中国

革命への新たな攻撃の表れであり, このことにより深刻化しつつあ

る危機からの出口を探そうとしている｡ また, 満洲事変は世界的な

経済危機の結果であり, [事変が] 危機の深刻化に影響を与え
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る｣(17)｡

また, 太平洋問題の専門家であったアヴァーリン (����������)
は ｢満洲占領と反ソビエト干渉の危機｣ という論文で ｢日米帝国主

義の激しい対立は, 同時に, また, 大規模に, 反ソビエト的行動の

脅威を強めているというのが, この事件の弁証法である｡ ……満洲

の奪取は, 反ソビエト戦争を開始する可能性がある｣(18)と述べた｡

これらの論文からソ連は, 事変は満洲における資本主義国の対立

の結果であり, 日本によって占領された満洲が自国にとっての脅威

となると見ていたことが推察できる｡ こうした見方は, 日本への大

幅な譲歩となって現れた｡ 1931年12月31日, リトヴィノフとカラハ

ン (�����������) 外務人民委員代理は, 外相就任のため帰国途中
モスクワに立ち寄った芳澤謙吉駐仏大使及び広田弘毅駐ソ大使に日

ソ不可侵条約の締結を提議した｡ リトヴィノフはその理由を ｢外国

の軍国主義的及び冒険的分子中, 日ソ関係の悪化を策動するものが

ある｣ と説明したが, 芳澤は軍部の反対を考慮して即座の回答を避

けた(19)｡ ソ連は1920～30年代にかけて, フランス, ドイツ, フィ

ンランド等の周辺国と不可侵条約, 中立条約を多数締結しており,

日本との不可侵条約締結もこの延長線上にあるものと考えられる｡

しかし, 日ソ不可侵条約に対する日本の態度は終始冷淡なものであっ

た｡ 1932年１月12日, トロヤノフスキー (���������������) 駐日
大使は犬養毅首相に締結の意向を打診したが, 犬養は ｢歴史上侵略

を行ったのは常にロシアであり, 日本は何ら対ロ侵略のような意図

はない｣ と言い, 拒否の姿勢を示した(20)｡ ３月16日, リトヴィノ

フはジュネーヴで出張中の松平恒雄駐英大使にも条約交渉を提議し

たが, 松平は ｢他国の猜疑を蒙るような取り決めは却って面白くな

い｣ として否定的な態度を示した(21)｡ 日本がソ連の提案を拒否し

続けた理由は明らかではないが, 後に芳澤謙吉は ｢陸軍は日本の最

大最強の政党であった｡ この政党が頭を横に振れば何事も出来ない｣

と回想しており, 南守北進をスローガンとする陸軍が不可侵条約に

冷淡であったことを理由に挙げている(22)｡ 特に, 斎藤, 犬養内閣

で陸軍大臣であった荒木貞夫は強硬な反ソ主義者として知られてい
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た(23)｡

ソ連の対日政策の目標は日本との衝突の回避にあり, 不可侵条約

締結は国際法の側面からこれを実現するものであったが, ｢満洲国｣

に対しても外交の現実的な側面から同様の行動を行っていた｡ その

端緒が以下に示す ｢馬占山通電事件｣(24)である｡ 満洲事変の展開中

に, 日本軍との戦闘を展開していた黒龍江省の軍事指導者, 馬占山

は1932年２月７日, 日本側と会見して日本側に従う意思を示し, ２

月24日黒龍江省長官に就任した(25)｡ しかし, 日本側との会談に不

満を抱いた馬は, ４月にチチハルから黒龍江岸の都市, 黒河に脱出

し, 日本との会談を暴露する電文を報告する計画を立てた｡ 当時満

洲・中国間では通信が断絶しており, 中国本土への電文送信は困難

であったため, 馬は代理人を黒河対岸の都市, ブラゴヴェシチェン

スクに派遣し, ソビエトの当局者と協議に当たらせた｡ その結果,

ソ連側はカラハンの回答として馬の電文を一旦モスクワに送信した

後, 上海に転送する許可を与えた(26)｡ 馬は４月12日, 全国に向け

て ｢屈辱を耐え忍び情勢の動きを見た上で, 再度抗戦に立ち上がっ

た｣ と日本への抵抗を宣言する通電を発した｡ さらに, 翌13日には

国民政府宛てに関東軍や ｢満洲国｣ の実態を暴露する通電を行っ

た(27)｡ 馬の一連の通電は中国の輿論を沸かせたが, この通電に待っ

たをかけたのが当のソ連である｡ 実際に電報を暗号化して送信した

のは, ブラゴヴェシチェンスクに駐在していた権世恩(28)という領

事であったが, スラヴツキー (�������������) 駐ハルピン総領事
は４月６日, 吉林交渉総局総�の施履本に対して ｢中国領事がソ連・
満洲間の関係を悪化させる疑わしい行動をとっていることを考慮し,

他の人員との交代を求める｣ という照会を送付し(29), 20日にも同

様の要求を行った(30)｡

満洲の邦字紙に掲載された17日モスクワ発の情報によれば, 外務

人民委員部は ｢満洲国｣ 政府に対して駐ブラゴヴェシチェンスク領

事の召還・更迭を要求し, 同領事の暗号電報発送を一時停止するよ

う命令した(31)｡ 一部新聞はこの事実を以て, ソ連が ｢満洲国｣ を

承認した証拠として報道した(32)｡ 馬占山への態度の変化を示すソ
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連の公式文書は現在のところ未見であるが, その一端を示すのが４

月22日長春発の情報である｡ これによると, ｢ソビエト当局が領事

更迭を満洲国に要求したのは, 馬占山がリットン調査団宛ての電文

を発信したことによる, 満ソ国交への影響を考慮した結果｣ とされ

ている(33)｡ また, ４月27日長春発の情報では, ｢満洲国｣ 外交部は

駐ブラゴヴェシチェンスク領事を内政攪乱のために, 身柄引渡しを

ソ連に要求する決定を行ったという(34)｡ ソ連が馬の行動に神経を

尖らせたのは, 前年秋に, 日本は馬の背後にソ連の支援があるとみ

て, ソ連を強く批判していた点にあると見るべきであろう｡ ソ連に

よる馬支援の事実の有無は不明であるが, ソ連指導部が, 馬を支持

する行動が対日政策にとって不利になると考え, 転換を命じたこと

が考えられる｡

この事件を契機として, ｢満洲国｣ の存在をなし崩し的に承認す

る動きは, 後の領事関係でも見られた｡ 中国紙に掲載された５月27

日ハルピン発の情報では, ｢ソビエト政府は満洲北部における情勢

を有利にするため, ブラゴヴェシチェンスク, ハバロフスク, ウラ

ジオストック, チタに駐在する国民政府の各領事を退去させ, 満洲

国に代替の領事の派遣を要求している｣ とされた(35)｡ 翌28日奉天

発の情報では, スラヴツキー総領事は ｢１. 日本人が駐ブラゴヴェ

シチェンスク領事館に, 副領事その他の館員として駐在することに

ソ連は異議はない｡ ２. ハバロフスク, ウラジオストック, チタの

各領事館に 『満洲国』 政府が新領事を任命することを認め, 中国領

事の駐在を認めない｣ という談話を発表したと伝えられた(36)｡

ソ連は表向き ｢満洲国｣ を侵略の結果として言明していた｡ では,

国家としての実態を如何に見ていたのだろうか｡ その一端を示すの

が, スラヴツキーが６月４日に外務人民委員部へ送った報告である｡

｢『申報』 特派員の報道によれば, ソ連領内での領事館開設について

ソビエト総領事 (引用者註：スラヴツキー駐ハルピン総領事を指す) と

の交渉が行われている｡ まず, 領事館はブラゴヴェシチェンスク,

チタ, ウラジオストックの満ソ境界 (�������) 附近の地点に開設さ
れる｡ 恐らく, これらの都市の領事館は満洲国領事館と改称される
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だろう (原文註：現在は東北中国の領事館である) ……満洲にあり, 南

京政府に属する機関は, 次第に満洲国政府の権限に従うようになる｡

間もなく, 郵政, 海関と税関収入は満洲国政府の財産に移動する

……｣(37)｡

｢満洲国｣ 政府は, 1932年６月25日より営口, 安東, ハルピン,

延吉, �愛琿等の各海関の接収を開始した｡ 1930年の統計では満洲の
海関収入約2�400万海関両は中国の海関全体の約14�を占め(38), こ
れが初期 ｢満洲国｣ の主要財源として有望視されていた(39)｡ ソ連

側としても, ｢満洲国｣ の徴税権の一端が確立したことを見て, 政

権としての実体を備えたものと判断したものと考えられる｡

スターリンは, 1932年６月上旬にカガノヴィチ (�������������)
政治局員に送付されたと見られる書簡の中でこう述べている｡

もしわれわれが満洲国を承認すれば, 中国との口論になり, 否

認すれば満洲国との口論になる｡ これが日本人の浅薄かつ狡猾

な心理によるやり方だ｡ ……日本人と満洲人を大人しくさせる

ために, 我々は原則として同時に承認もしないし, 法律的に否

認もしない(40)｡

７月13日, カラハンはカガノヴィチに書簡を送付し, スラヴツキー

から通知されたブラゴヴェシチェンスクに派遣する ｢満洲国｣ 側の

領事候補者を伝え, 領事館開設の許可を求めた(41)｡ 翌14日, ｢満洲

国｣ 政府は簣鴻�を領事, 吉津清を副領事に任命する辞令を発し(42),
10月１日, ブラゴヴェシチェンスクのホテル内に領事館を開設し

た(43)｡

スターリンの書簡及び領事館開設の事実は, ソ連の日本, 中国へ

の対応を明確に示している｡ 国際法的な観点から説明すれば, 既存

の国家は新しく成立した国家に対して, 承認を宣言することで相手

国の国家主権を認めるのが通常の外交慣例であり, 承認の諾否は既

存国の任意である｡ しかし, 宣言を経ずに新国家を承認する ｢事実

上の承認 (������������������)｣ が成立することがあり, その条件の
一つは, 新国家と既存国が領事の任命・接受に合意した場合であ

る(44)｡ この条件に立ったとき, ブラゴヴェシチェンスクへの領事

満
洲
事
変
期
に
お
け
る
中
ソ
不
可
侵
条
約
の
提
起
と
挫
折

松
本

第
九
十
七
巻

二
二
一

034



館設置は実質的な承認だと考えることは可能である｡ このことは,

日本には ｢事実上の承認｣ のポーズを示しながら, 同時に中国には

不承認の態度をとり, ソ連に日中間でのトラブルを回避させるもの

であった｡ このような態度の使い分けによる ｢事実上の承認｣ が,

国交回復後の中ソ関係においても軋轢の原因となった｡ なお, ｢満

洲国｣ は, 1933年２月, 李垣を領事, 山本七郎を副領事として, チ

タに第二の領事館を設置している(45)｡

ソ連領内２箇所への領事館設置は, 中国側にとってもソ連が ｢満

洲国｣ を承認したと認識され, 憂慮を招いた｡ このため, 1933年３

月27日, 顔恵慶駐ソ大使はカラハンと会見し, ソ連側の意図を質し

た｡ 領事館設置の意図について, カラハンは ｢満洲国｣ 内にすでに

５箇所でソ連の領事館が存在するため, ソ連国内でもモスクワを含

む５箇所への設置を認める意向を示した｡ 顔はこれを遺憾とし, こ

うした行動は ｢満洲国｣ の実体を強化するのものだと述べると, カ

ラハンは ｢これらの段階は満洲国の立場を強化するという点に立脚

しているのではない｡ 我々は現在満洲に実在する政権との事実上の

関係を支持する必要があるためである｡ [満洲には] 我々の鉄道,

１万人のソビエト市民, そして５箇所の領事館が存在する｡ そして

満洲国以外に交渉相手となり, そして問題を処理できるような他の

政権は存在しない｣ と反論した(46)｡ カラハンの発言からは, ｢満洲

国｣ が政権として実在する以上, 自国の国民や財産を保護するため

に ｢事実上の承認｣ を与えたという意図が読み取れる(47)｡ ソビエ

トが現状を追認し, 中国がこの拒否を求めるという構図は, 後の条

約交渉においても対立の背景となっていく｡

２. 中ソ不可侵条約草案における ｢満洲国｣ の位置付け

ソ連は, 日本及び ｢満洲国｣ に対して懐柔策をとることで, 自国

の安全確保に努めていた｡ では, この間に中ソ間ではいかなる外交

的な動きがあったのだろうか｡

1924年に中華民国政府はソ連を正式に承認したが, その後の関係

は悪化を辿る一方であった｡ 1927年には, 張作霖配下の警官隊がソ
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連大使館を捜索する事件が, 29年には中東鉄道の支配権をめぐって

張学良軍と軍事衝突が発生したため, ソ連政府は中華民国政府との

国交断絶を宣言した｡ また, 国民党も1927年に上海クーデターを発

動し, 第一次国共合作を解消したことから, 中国共産党との関係も

断絶していた｡ しかし, 満洲事変後には知識人の間で対ソ関係の復

活を求める気運が日増しに強くなっていた(48)｡ 孫科立法院長は1932

年４月24日 ｢抗日救国綱領｣ を発表し, アメリカ, ソ連との提携に

よる抗日を呼びかけた(49)｡ これをきっかけとして, 国民政府内部

でも対ソ復交の意見が強まり, ６月６日, 国民党中央政治会議は,

不可侵条約の締結, 国交回復の実現という順序を条件として復交を

決定し(50), 軍縮会議のためにジュネーヴに滞在していた顔恵慶と

リトヴィノフに交渉を委ねた｡ 通常の外交であれば, 国交回復, 条

約締結の順で交渉を行うべきであるが, このような順序としたのは,

事変後の情勢が逼迫していたためと最初に中国の条件を承認させる

目的があったものと考えられる｡

しかし, ソ連はこれを警戒する態度をとった｡ ６月16日, モロト

フ, カガノヴィチがスターリンに送った書簡では ｢南京は我々と満

洲国との接近を危惧している｡ 不可侵条約への署名による国交復活

は, 満洲国との関係確立を困難にする目的を持つのであろう｣ とし

て, 中国政府の意図を警告した(51)｡ このため, ７月１日, ソビエ

ト共産党は国交復活後, 不可侵協定を締結するという順序を決定し

た(52)｡

７月６日, 中国側はソ連に３条から成る国交復活の覚書草案を通

知した｡

１. 両国間の外交上, 領事上の関係は当日より復活する｡

２. 両国政府は問題調整のために, 中国で協議にあたる代表者

を６ヶ月後に指名する｡

３. 両者の関係は1924年５月31日北京で締結された中東鉄道管

理に関する協定, 及び1924年９月20日奉天で締結された中東鉄

道に関するソビエト・奉天協定により正常化される(53)｡

このうち, 特にソ連の強い反対を呼び起こしたのは第３の条件で
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あった｡ 文中の協定とは, 正確にはソ連と北京政府との ｢暫行管理

中東鉄路協定｣ 及びソ連と張作霖政権との ｢中華民国東三省自治省

政府与蘇維埃社会聯邦政府之協定｣ を指し, 両協定では中東鉄道を

中ソが共同経営することを明記している(54)｡ このため, この有効

性を条件とした国交回復は, ｢満洲国｣ における中国の主権を認め

ることとなり, これにより日本の反発を招く恐れがあった｡ こうし

た情況のため, ９月28日, サバーニン (�����������) 外務人民委
員部法制局主任がカラハンへ送った書簡では, ｢満洲についての問

題を起こさないようにする, という我々の利益を考慮すれば受け入

れられない｣ と伝えられ(55), これがソ連側の基本的な姿勢となり,

10月５日には顔も無条件での関係回復に合意した(56)｡ ソ連が提出

した覚書草案にはソ連側の意見が一方的に反映されていたため, 中

国にとっては満足できないものであった(57)｡ 最終的に12月12日,

国交回復はソ連の希望する形で実現した｡ この時発表された覚書に

おいても, その趣旨は ｢友好関係の発展｣ を希望する中立的なもの

に留まり(58), 不可侵条約交渉は翌年に持ち越された｡

この間, ソ連の日本に対する融和的態度は進み, 1933年５月２日,

リトヴィノフは大田為吉駐ソ大使に以下の条件で中東鉄道を売却す

る意志のあることを通知した｡ このことは, ５月８日付けの中国紙

で報道された(59)｡ 同８日, 中国外交部は, ソ連に ｢中東鉄道は中

露両国が共同するものであるが, この鉄道の処置に関しては, 必ず

中露両国政府の同意を得なければならない｣ という覚書を送付し

た(60)｡ 翌９日, 外交部は声明を発表し, ｢中露解決懸案大綱協定｣

の第９条第５項を根拠として以下のようにソビエトを批判した｡

中東鉄道の一切の問題については, 1924年の中露両国が署名し

た協定に従って処理すべきである｡

中露両国は第三者の干渉を容認しないことを取り決めている｡

この協定に反しているものは自ら無効と見做すべきであり, 中

国政府は絶対に承認しない(61)｡

中東鉄道をめぐって中ソ関係が悪化しつつあった５月11日, 中国

外交部はボゴモロフ (�������������) 駐華大使に以下の概要の中
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ソ不可侵条約草案を提出した｡

第１条：中華民国とソビエト社会主義共和国連邦は相互に如何

なる場合でも主権と政治的独立, 統一, 相互の領土の不可侵を

尊重する｡

第２条：締結国は互いを攻撃しない｡ また, その領土を侵害し

ない｡ 如何なる場合においても戦争の手段または, 相手国への

攻撃の手段に訴えない｡

第３条：両締結国が侵略の状態の下に置かれた時, 他国は直接

にも間接にも, 紛争の間, 侵略国に対し, 如何なる援助 (���)
も支援 (����������) も与えない｡ また, 法律上でも事実上でも
侵略行為によって引き起こされた如何なる状態も認めない (����������������������������������������������������������������������������������)｡ (下線部原文)
第４条：この条約において第２条, 第３条で言及された内容は

如何なる場合においても国際法に影響を与えない｡

第５条：両締結国は相手国に対抗する, 一国または複数国によ

る敵対的な行為に参加しない｡

第６条：両締結国は厳正に相手国の内政への不干渉を誓い, 以

下を実行する｡

(１) 相手国の安定や秩序を混乱させる宣伝や煽動 (���������������������) を行わない｡
(２) 大衆 (������) への煽動, または武力や説得により大衆の
忠誠を動揺させる行為を慎む｡

第７条：相手国の領土内において, 政府の転覆, 政権の交代,

平和と安全への威嚇を目的とする組織の結成や行動を行わない｡

第８条：両締結国は, 通常の外交手段による解決ができない問

題・紛争が如何なる性質を有していても, 調停または平和的な

手段により処理する｡

第９条：この条約は５年間有効である｡ 両締結国は期間の満了

３ヶ月前に条約終了の希望を相手国に通知する｡

第10条：この条約は中国語, ロシア語と英語で表記される｡ 解
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釈に異論が生じた時, 英語による条文を正当と見なす｡

第11条：この条約は両締結国により相互の法律に従い, 速やか

に南京において批准すべきである(62)｡

この草案で注目すべきは第３条であり, これは中東鉄道の売却,

及びソ連の ｢満洲国｣ との国交樹立の阻止を意味していた(63)｡ ５

月16日南京発のロイター電では, 第３条について ｢中東鉄道の売却

とソ満関係の維持を阻止する異例の (�������) 条項｣ と評価されて
いる(64)｡ ソビエトが他国と締結した既存の不可侵条約, 中立条約

と比較しても, これに類する条文は確認できず(65), この条約への

署名は東北地区の失地回復という中国の外交目標にソ連を巻き込む

ことを意味していたため, 中国の草案は承服できないものであった｡

５月15日, ボゴモロフは外交部に対して ｢日中の紛争に対してソ連

政府は完全に不介入政策を主張する｣ と言明した(66)｡

中国の草案提出後も, 中東鉄道をめぐって両国は激しい声明のや

り取りを続けた｡ ５月12日, リトヴィノフは売却の理由を発表した｡

｢中国は北京条約と奉天条約に定められた通り, 理事会に理事を派

遣しなければならないが, すでに18ヶ月, この条件を満たしておら

ず, 南京政府はこの条件下における道徳的権利 (�����������) を失っ
ている｡ このため南京政府はソビエトのパートナーではない｣(67)｡

18ヶ月間理事を派遣していないという文言は, 満洲事変後中国側が

経営に参加していないことを意味する｡ しかし, 既存の中ソ条約に

一定期間の理事の不在を理由として, 経営権を放棄しなければなら

ないという取り決めは存在せず, これはソ連の一方的な主張と見な

すべきである｡

６月19日ソ連政府は以下の声明を発表した｡

現在, 満洲国の領土となっている東北地区が再び中華民国と統

合され, 中国政府の主権が認められれば, 満洲政府によって購

入された中東鉄道は自動的に中国政府の所属に帰すことになる｡

もし満洲地区の中国地区への再統合が成らず, 中国の主権が永

久に失われたままであるならば, ソビエト政府, または満洲国

政府に帰属する中東鉄道に対して無関心でなければならな
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い(68)｡

ソビエトの期待に反して, 関東軍は３月熱河省を占領した｡ さら

に関東軍は５月３日, 関内作戦を開始して長城線を越えて進撃した｡

中国側は５月31日, 関東軍との間に塘沽停戦協定を締結し停戦ライ

ンを設定したが, これは ｢満洲国｣ と中華民国の実質的な国境線を

確定する意味を持っていた(69)｡ ｢満洲の中華民国との統合｣ はこの

時点では実現の可能性が極めて低く, ソ連側の声明は詭弁を弄する

ものであった｡ このため, ６月25日, 呉南如駐モスクワ大使館参事

官はソコリニコフ (���������������) 外務人民委員代理と会見し,
次のような覚書を手交した｡

日本軍が不法に占拠した地域の偽組織は完全に日本軍が創設し

たものであり, 並びにその統制を受けていると考える｡ 世界各

国は均しくすでにこの事実を認め, 故に法律上でも事実上でも

承認を与えないことを声明した｡ 今, ソ連政府と偽 『満洲国』

は中東鉄道の利益の移転を協議している｡ このことは即ち日本

の傀儡と協議を進めているに等しい｡ ……ソ連は中東鉄道及び

その付属の産業を, 将来無条件で中国政府に返還する義務を本

来有しているが, 目下ソ連の計画は明らかにその義務を果たし

ていない(70)｡

中国側の抗議は既存の条約に依拠したものであったが, 現在利用で

きる資料からはソ連政府のこの覚書に対する回答は確認できない｡

中ソ間で論争が続いている間でも, 日ソ間の交渉は進んでいた｡

５月23日, 日本政府は鉄道買収を決定し, ５月27日大田大使からリ

トヴィノフへ応諾が伝えられた｡ ６月26日, ソ連からユレーネフ

(����������) 駐日大使, クズネツォーフ (������������) 中東鉄
道副理事長, ｢満洲国｣ から丁士源駐日公使, 大橋忠一外交部次長,

杉原千畝事務官らが参加して東京で第１回会議を開始した(71)｡ し

かし, 第３回会議においてソ連側は中東鉄道の評価額を２億5�000
万ルーブル (当時の為替率で６億2�500万円に相当) としたが, ｢満洲国｣
側は5�000万円を提示したため, 議論は紛糾した(72)｡ ７月から８月
にかけて, 満ソの代表者は, 数次の会議を開催し調整に努めたが,
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折り合いはつかなかった｡

結局, 売却交渉が成立したのは1935年のことであったが, ソ連側

は日本への譲歩をはっきりと認めていた｡ 1933年７月20日, ジョン

ソン (�������������) 米国公使と北平で会見したボゴモロフは鉄道
売却の意図についてこう述べた｡ ｢ソビエトの関心は鉄道利権の清

算にある｡ なぜなら満洲北部における日本との紛糾 (������������) を
避けたいためである｣(73)｡ この発言からも, 満洲におけるソ連勢力

の後退は明らかであり, 中国の期待した ｢聯ソ制日｣ を裏切るもの

であった｡

ソ連の中国に対する非協力的な態度が鮮明になる中で, ソコリニ

コフ外務人民委員代理は７月31日, ボゴモロフに ｢ソビエト政府は

不可侵条約交渉の実施に原則として同意するが, 中国政府によって

提案された草案を基礎として見なすことはできない｣ という見解を

送付した(74)｡

ソビエト外務人民委員部は８月31日内部でソ連側草案を審議

し(75), 修正を加えて, 10月13日ボゴモロフから中国外交部に正式

な提案として以下の条文が手交された｡ 概要を示す｡

第１条：もし締約国の一国が一ヶ国, または数ヶ国の第三国の

侵略を受けた時, 相手国は中立を保持しなければならない｡

第２条：両締約国の一国は, 相手国に対していかなる形式によっ

ても侵略を行ってはならない｡ 相手国の商品に対するボイコッ

トを行わない｡

第３条：両締約国のいずれの一国も, 相手国に対して武装を目

的とする組織, 或いは, 相手国の独立を侵害する意図を持つ組

織を設立してはならない｡

第４条：両締約国は全ての紛争を, 平和的な手段のみを用いて

調停する｡

第５条：本条約の有効期間は５年とする｡ 廃止を希望する場合,

両締約国のいずれかの一国が満期より６ヶ月以内に, 相手国に

本条約を廃止する意思を通知しなければならない｡ もし双方が

期日の通りに通知しなければ, 本条約は自動的に２年の延長が
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認められる(76)｡

中国側草案の ｢満洲国｣ の不承認を求める第３条は, ソ連側草案

では削除された｡ これはソ連が中国側の外交目標に関心を示さなかっ

たことを意味する｡ このため, 条約内容は相互の不可侵と第三国と

の同盟を禁止するに過ぎず, 中国の当初の意図を実現できないもの

となった｡ 10月24日, ボゴモロフは ｢中国は総じて協定への関心を

示さず, 緩慢さは過去になかったほどである｣ と外務人民委員部へ

報告しており, 交渉の停滞を伝えている(77)｡ さらに11月12日, ボ

ゴモロフは宋子文財政部長・行政院副院長と不可侵条約について協

議した結果を報告した｡ この中では ｢中立の条文はソ連に何かを得

させるが, 中国には何一つ得る所はない｡ というのは, 中国から見

ればソ連を中心とする国家の集団は中国を排除しており, ソ連が中

立を守れば中国は対日抗戦において無力になるに等しいからだ｣ と

いう宋の発言が記録されている(78)｡ この発言より中国側の条約草

案への不満は明らかであり, 交渉の放棄を意味するものであった｡

この後も, 中東鉄道の売却に加えて, 中国共産党への支援, 及び新

疆省との秘密条約等の問題をめぐって中ソ関係は悪化した｡ 日本の

脅威に対する共同での対処という目標は, 中国の一方的な期待に過

ぎなかったのである｡

お わ り に

以上, 満洲事変後, 中国とソ連が進めていた不可侵条約締結交渉

が失敗した理由について, 両国の ｢満洲国｣ への対応の差異を軸と

して考察した｡ ｢満洲国｣ の成立はソ連にとって脅威であり日本へ

の譲歩を余儀なくされていたが, 1932年４月に発生した馬占山の反

乱とこれに協力した権世恩領事の行動は, 背後でのソ連の支援を疑

われるものであった｡

これを重く見たソ連政府は ｢満洲国｣ に権領事の召還を求め, 次

いで自国領内への ｢満洲国｣ 領事館の設置に合意することで, 日本

への融和的な姿勢を見せた｡ 国際法から見て, ソ連が ｢満洲国｣ 領

事館の設置を認めたことは, 同国に対して ｢事実上の承認｣ を与え
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たと考えることができる｡ この承認はスターリンによる決定であり,

日中双方からの批判をかわす意味を持っていた｡

中国にとっては事変以後に提携しうる国家はソ連しかなく, 国交

の回復, 不可侵条約の締結により外交関係の強化を図っていた｡

1932年12月, 国交を回復した中ソ両国は, 翌年より条約締結に向け

て交渉を開始した｡ 中国がソ連に提示した条約草案には ｢侵略の結

果を法的でも事実上でも承認しない｣, 即ち ｢満洲国｣ の不承認を

要求する文言が明記されていた｡ しかし, ｢事実上の承認｣ は既成

事実であったため, ソ連はこの文言を削除した草案を提示し, 日中

間の問題に介入しない意思を示した｡ 中国はこうした意思表示より,

ソ連との不可侵条約の締結は無意味と判断し交渉を打ち切ったと考

えられる｡

本論を通じて浮かび上がるのは, 国際法における ｢満洲国｣ の国

家としての存在及び国際的な承認の問題である｡ 本論が対象とした

1933年までに ｢満洲国｣ の承認を宣言した国家は日本のみであり,

国際的に承認されていたと判断することは難しい｡ ｢満洲国｣ の曖

昧な地位に対して領事の接受によって ｢事実上の承認｣ を与えると

いうスターリンの対応は, 国際法の間隙を突くものであった(79)｡

この後も中ソ関係は対日政策, 中国共産党, 新疆, 外モンゴル等

の問題をめぐって紛糾を続け, 結局不可侵条約が成立したのは盧溝

橋事件発生後の1937年８月21日であった｡
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所�案館所蔵 『中蘇互不侵犯条約』 (112�6�003)｡

(63) 『申報』 1933年５月25日｡

(64) ���������������������������������������������������1933�����������������������������������������������������������������1949���331
(以下, �����と略記)�

(65) ソ連は1925年から32年にかけて, トルコ, ドイツ, フランス等の10

ヶ国と不可侵条約または中立条約を締結したが, そのいずれの条文にも

当該の文言は含まれていない (外務省条約局編 『｢ソ｣ 聯邦諸外国間条約

集』 内閣印刷局, 1939年)｡

(66) スラヴィンスキー前掲註 (61) 書, 274頁｡

(67) ������1933��������������������317�318�北京条約に附属する ｢暫行

管理中東鉄路協定｣ 第1条及び奉天条約第１条第６項において ｢中国, ソ

連より理事５人をそれぞれ派遣し, 10人で理事会を構成する｣ ことが定

められている (『政府公報』 1924年６月20日, 第2962号 [中国第二歴史�
案館整理編輯, 上海書店, 1988年], 薛銜天編 『中蘇国家関係史資料彙編

1917�1924年』 中国社会科学出版社, 1993年, 318頁)｡
(68) �������3�����183�184�
(69) 塘沽停戦協定を事実上の ｢国境線｣ とする見解は, 内田尚孝 『華北

事変の研究』 (汲古書院, 2006年, 110頁注98) に従った｡

(70) 中華民国外交部 『外交部公報』 第５巻第３号, 1933年７月至９月,

附録, 241頁 (中国第二歴史�案館編, 江蘇古籍出版社, 1990年)｡
(71) 外務省外交史料館所蔵 『北満鉄道譲受交渉経過概要』 (欧亜一�27) 4�
7頁｡

(72) 外務省外交史料館所蔵 『蘇, 満間鉄道売買交渉関係 (東京会議)』 (��
1�9�2�5�11)｡

(73) ������1933��������������������376�377�
(74) �������16�����474�
(75) �������3�����206�208�
(76) 1933年10月10日, ����������������������������������������������������������������������������������������前掲註 (62) 『中蘇互
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不侵犯条約』 (112�6�003)｡
(77) �������3�����219�
(78) �������16�����629�
(79) ｢満洲国｣ 以前にも, 東三省や新疆省等の地方政権は, 独自に領事の

派遣や条約の締結といった所謂 ｢地方外交｣ を展開していた (川島真

『中国近代外交の形成』 名古屋大学出版会, 2004年, 400�415頁｡ 土田哲
夫 ｢1929年の中ソ紛争と 『地方外交』｣ 『東京学芸大学紀要 第３部門

社会科学』 第48集, 1997年)｡ ｢地方外交｣ の実態や国際法上の問題につ

いては未解明の部分が多く, 今後の研究の進展を待たねばならない｡

(早稲田大学大学院政治学研究科・博士後期課程)
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